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【研究目的】　阪神・淡路大震災から６年が経過した。この間、被災者の住宅復興プロセ
スとその問題点については多くの研究がなされてきたが、被災借家層のそれについての実
態把握は少ない。本研究は被災借家層に焦点を当て、彼らの被災実態と住宅復興の特性及
び生活再建の上の問題点を把握し､住宅復興の政策課題を整理しようとしたものである。
【研究方法】 借家層は被災後いち早く現地を離散し、特定の住棟や居住地に集住してい
ないケースが多い。このためアンケート内容を新聞紙面に掲載し、該当者に回答を募るマ
スコミ活用型方式を援用した。調査実施期間は平成12年10月から13年１月で、考察対象は
研究室に郵送ないしファックスで回答のあったもの。有効回収票は104票であった。
【考察結果】 （被災者の属性）家族の平均世帯人員は2.4人と小規模で、夫婦と子供の世
帯が最頻値を占めるものの、単身や夫婦のみ世帯も合わせて過半に達している。平均回答
者年齢は58.4才とやや高齢化し、これを反映し職種でも無職が35.6% と最頻値を占めてい
る。世帯の年収はやや２極分解しており平均収入は283 万円とかなり低い。被災借家は木
造長屋層が62.3% と最も多く既成市街地の借家層の多いことが窺える。平均部屋数は3.4
室である。（被災実態）被災程度では全壊・全焼が合わせ76.5% に達している。震災直後
に約35.2% の世帯は避難所に移っているが、親戚や知人等の縁故を頼った率もQO ./|％と多
く見られる。現住宅入居までに経験した震災後の住み替えの回数は平均1.99回である。被
災後たどり着いた現住宅種別では、民間借家が45.6％と多く公共借家を合わせると73.8％
が被災後も借家に留まっている。平均部屋数は2.9室で被災前より小規模化している。

2Jp-ll 被災借家層の生活再建に関する研究 第２報

○ 宮崎陽子*＊　　 岸本幸臣＊　　 趙穎＊＊

復興評価と復興格差について

(＊大阪教育大学　　 ＊＊大阪教育大学大学院)

【研究目的】　前報に同じ
【研究方法】　前報に同じ
【考察結果　（復興評価）【考察結果　（復興評価）生活再建については再建途上派が63.0％と多く厳しい現状が窺
える。現在の生活不安としては地震・自然災害の指摘は38.0％と最も多いが、家賃関連の
不安は合わせると59％と高い指摘が見られる。しかし政策要求では家賃補助延長〈36.7％〉
や持家資金援助く3i.6%)といった経済支援を求める声が強い。（被災別特性）被災直後の
拠所は、全壊世帯は約４割が避難所と回答している。震災後の住宅移動回
率が、全壊では40.8％であるが半壊では15.4％と大幅に低下している。更
年収格差もみられ、全壊では年収100 万円以下の世帯が29.9％存在するが
と少ない。また、復興状況も再建完了派は半壊では52.7％と過半を越える
年収格差もみられ、全壊では年収100 万円以下の世帯が29.9％存在するが
と少ない。また、復興状況も再建完了派は半壊では52.7％と過半を越える
％に留まっている。（現住宅別特性）年収別の復興格差も顕著で、公借層
満が77.0％、民借層ではQv.r＼％存在するが、持家層では4.3  % と低率であ満が77.0％、民借層ではQv.r＼％存在するが、持家層では4.3  % と低率である。更に、住宅
水準差も拡大し４室以上の率は民借層では31.8％、公借層では44.4％、持家層では65.3%
と増加している。復興評価にも大きな格差が見られ、持家層では62.5% が再建完了派であ
るのに、民借層では30.4％公借層では25.9% と共に持家層の半数以下である。（まとめ）
平成11年実施の自力復興層に比べても、復興評価について再建完了派が54.8% だったのに
対し37.0% と大きく伸び悩んでいる。以上のことから全壊借家層が避難所から複雑なプロ
セスを経ながらも、今なお生活再建の厳しい環境に放置されていることが指摘できよう。
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